
「奈良大学情 蝦処理セ ンター年報Nα141

産業(業 種)別OEM化 と利益決定 のメカニズム:
パ ネルデータによる先決性 の検定

OEMandProfit:BasedonGrangerCauseaccordingtoPanelData

社会学部 摂南大学

道 明 義弘 ・伊藤 研 一

1.は じめ に

〕本 の製 造業 は、OEMへ の傾 斜 を深 め なが ら、相 対的 に徐 々に製[7[lllの自社1を 抑 制

して きて い る。 このOEMに は、資 本設備 、 雇用 との問 に代 替的 関係 が認 め られ るが、 そ

の役割 は一様 で はな く、 資 本設備 や雇 用 との関係 の あ り様 に対応 して 異 な って いる。OE

M化 の メ カニ ズムは、調 達先 、 企業規 模、 分 析 対象期 間 に よ って も、 また、産 業(業 種)

によ って も相違 が み られ るD。

本 稿 は、 このOEM化 の メカニ ズムに、OEM比 率 、雇 用、 設備 投 資、 設備 廃棄 を 主た

る分析 視 角 と して、川貞次、 産 業(業 種)別 、 期間 別 に検証 を加え た諸 論稿 」)に引 き続 き、

利益 を分析 軸 に、産 業(業 種)別 、 期間 別 の利 益確保1とい う意 味 に お ける利 益決定 の メ カ

ニ ズムを解 明 す る ことを課題 と して い る。 わ れ われ の基 本的課 題 は、OEM化 の メカニ ズ

ムの解 明 に よ る 日本 企業 の経 営行 動 モ デル の構築 にあ るが、 そ の前提作 業 と して、 本稿 で

は、 利益 の規 定要 因 を検 証 す る。 実 証 モ デ ルをif-1む分 析 方法 は、 本稿 に至 る一 連 の論 稿D

と同一一で あ る。 す なわ ち、Grangercausalityの 考▲え 方 に!'「Jした個 別 企 業 のパ ネルデ ー タ

によ る分析(以 ド、 パ ネルデ ー タ分析 と略称 す る)に よ って 、産 業(業 種)別 、分析 対象

期間 別 に、 利益 の決 定 メカニ ズムの解 明 を試 み る。 産 業(業 種)別 に分析 対 象 とす る企業

群 は、 わが 国製 造 業上 場 全 企業(継 続 企 業)で あ る。 使用 す る変 数 は、 営 業利 益増 減 率

(利益)、OEM比 率、 期 末 従業 員 数増 減率(雇 用)、 有 形固 定 資産 増 ノ川額 増減 率(設 備投

資)、 有形固 定 資産減 少額 増減 率(設 備 廃 棄)で あ る。

この諸 変数 か らな る本稿 で依拠 す る実 証 モ デル は、 利 益 の決定 メ カニ ズム解 明 を一 義 的

とす るモ デルで はな く、 あ くまで も、OEM化 の メ カニ ズムの解 明 に焦 点 を11わ せ たモ デ

ルであ り、 本稿 の課 題解決 にはi一全 とはい いが た い。利 益 規定 要因 を検 証 しよ うとすれ ば、

た とえ ば、 コス ト要因等 を考 察 に加 え るこ とが 不 口∫避 で あ ろ う。 わ れわ れが すで に 世界の

企業 を 対象 に検 証 を重 ねて きた中 で、明 らか にな った よ うに、利 益確 保 を一義 的 目的 と し

て 行動 して こなか った 日本 の企業Dは 、 い ま 「グローバ ル ス タ ンダー ドー に強要 され た側

面の色濃 い会計 ビ ッグバ ンの進 行 に歩 をあわせ なが ら、投 資効率 の改 善を焦眉 の課 題 と し、

企業存続 をか けた利益 確保 に取 り組 ん で い る。特 別損 益 を活 用 す る等 その行動 か ら、 よ う

や く[本 企業 も利 益 を強烈 に意 識 せ ざ るをえ ない厳 しい状 況 に直面 して い る とみ られ る。
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このよ うな現 在の状 況か らす る と、OEM化 の メカニ ズム解 田1に最終 的 には整 合 され る、

いわ ば中 間段階 の作 業で はあ るが 、限 られ た変数問 の関 係 に限定 され た と して も、利 益決

定 メカニ ズム解 川 の検証 結 果を 報 告す る こ とに は、 きわめ て 大い な る今 日的意義 が あ る。

本稿 は この利 益 に焦点 を 合わせ て い る、 なお 、OEMに つ いて は、 育価 証 券報告,1}:に記 載

され て い る商 品仕 入高 とllも1係会 社商品 召1入高 の和 をOEMと 定義 し、売L高 に対す る この

OEMの 比 率 をOEM比 率 と して定 義 して い る、,⊥tl較ll∫能性 を/雇保 す るため に、 分析 対象

期間 も}llJ・期措1に糸田分 イヒし、1980年 か ら1985年 、1986年 か ら1990年 、1991年 か ら1998年 と

して い る、,

2.利 益 の 産 業(業 種)別 動 向

2.1.分 析 対 象 産 業(業 種)

i{要 概 念 の 定 義 や 分 析 対 象 指 標 、 実 証 モ デ ノレは、 比 較 口∫能 性 を1}崔保 す る た め に 、 一連 の

論 稿 を 踏 襲 して お り、 本 稿 で は、 そ の 詳 細 な 報 告 は 割 愛 した い。 分 析 対 象 指 標 の 各変 数 を

定 常 に す る た め に、OEM比 率 に っ い て は 、 産 業(業1種)を 問 わ ず 、 階 差 を と って い る,,

GrεmgeFcausalityに よ る因f律 の 分 析 結 鱗↓は 、5%育 意 水 準 でF/l【i[に よ る グ ル ー プ 検 定'

を 行 って い る、,た だ し、 本 稿 で は 、!0%で ∫意 水 準(5%,超10%)に よ る グ ル ー プ 検 定 結 果

を も報 告 して い る。 使 川 す る デ ー タベ ー ス は、 ・連 の 論 稿 と同 ・の 「旧 開 銀 企 業 財 務=デ ー

タバ ン ク(会 詩 年 度 のiE規 化 行 り)」 で あ ◎,分 析 対 象 川 間 もレlj・で あ るが 、 本 稿 で も、

そ の 分 析 対 象 川 間 をlllJじよ うに 細 分 化 し、1980年 代 前 半 、1980年 代 後 半 、 お よ び1990年 代

を 対 象 と して い る、,

産 業(業 種)も 、lllJじ よ うに 、 製 造 業L場 全 企 業(継 糸売企 業)をL場 市場 区 分 を 問 う こ

と な く、 以 ドの17産 業(業 種)に 区 分 し、 そ の す べ て を 分 析 対 象 と して い る,,す なわ ち、

食 料[Ililt(L'」,ド、 食lllliと称 す:以 ド、 カ ッ コ内 に 略 称0)み 記 す)、 繊 維 品(繊 維)、 木 材 ・木

製lllll(木 材')、 紙 ・パ ル プ(糸 氏バ)、 出 版1/Jll川(rlJ刷)、 化"1∫1「業(化 」'1∫:)、イ1油精 製(イll由)、

ゴ ム 製 品(ゴ ム)、 窯 当い ヒイ1製lll【llCl;楢匙)、 鉄 鋼 、 非 鉄 旨〉属(非 鉄)、 金 属 製llllll(金属)、

一一般 機 械(機 械)
、 電 気 機 械 器 具GE機)、 輸 送 川 拳幾械 器 具(輸 」差)、 精 密 機 械 器 具(精 密)、

そ の 他 製 造 業(そ び)他)、 が そ れ で あ る,、 な お 、if規 模 に よ る 相 対 的 相 違 の 確 認 の 参 考

とす る た め に、 製 造`業L場 全 企 業(継 続 企 業)(製 造 業 全 社)、 製 造 業1部L場 全 企 業(製

造謀i1部 全 社)、 製 造 業2部L場 全 企 業(製 造 業2部 全 社)も 対 象 と して い る。OEMは 、

産 業(業 種)す べ て の 経 営 行 動 を統 ・し う る概 念 で は な い が 、 便 宜 ヒ全 産 業(業 種)に 対

応 さ せ て い る、,

2.2.利 益 の 産 業(業 種)別 動 向

利 益 を/¥1fIむ(うEM化0)産 業(業 種)別 動 向 は 、 す で に そ の 集 計 レベ ル の デ ー タに つ い て

rl



1奈 良 ノ¥¥1/`」'情報 処i:里 セ ン タ ー 年 報Nα14 -1

は、 別稿 ろトで検 証 を終 えて い る。 したが って、 一一社 ・「均 の営 業利益、 …一社 平均 のOEM比

率、一一一社¥II均 の期 末従 業 員数、一 社¥/均 の有 形lllfl定資産 当期増 ノJII額、一 社 ・け勾の 有形固定

資産'i1期 減 少額 か ら判断 しうる17産 業(業 種)に お よぶ利 益 を 含むOEM化 をめ ぐるその

基 本的 な動 向 の記述 は1剖愛 したい。 以 ド、 産 業(業 種)別 、細 分化 した期 間別 の利 益決定

の メカニ ズムを、個 別 企業 レベ ルの デ ー タを使 い、バ ネル デー タに よ って検 証 す る とい う

本稿 の基 本的課 題 に進 む ことに したい。

3.利 益 の規 定 要 因:実 証 結 果

…連 の論稿 とま った く同一・の 手続 きを踏襲 したパ ネルデー タ分析 の結 果 は
、産 業(業 種)

別 に、変数 別 、期 間別 …覧 表 を要約 、作 成 し、 別 の論稿 旧に掲 載 して い る。以 ド、利 益 の

決定 メカニ ズムの解 明 を課 題 に、 産 業(業 種)別 、期 間別 に利 益 の規定 要因 を 整理、 検 討

す る ことか ら始 め た い。 この利 益の 規定 要因 の検 証 によr)て 、OEM化 の実 証 モ デルを構

築す るすべ て の要因 の一要因別 分析 は終 わ るこ とにな る。

3.1.製 造業 全 社

わ が国製造 業L場 全 企業(継 続 企 業)の 動 向 を示す 製造 業 全社 の利 益 は、 全期 間 で は、

雇川 と設備投 資 に規定 されて いるが、 他 の要因 を規定 す る こ とはな い。 この規定 関係 と同

一一の関 係 は いか な る期間 に も認 め られ な い
。

80年 代 前 半の製 造 業全社 の利 益 は、 雇川 、設 備投 資 と同 時規定1斐1係にあ る。 増 益要 因 は

1期 前の設 備投 資拡 大 と2期 前 の設備投 資 縮 小、1期 前 の雇用 減で あ り、1期 前の増 益 は

雇川 と設備投 資 を拡 大 させて い る。 利 益 に及 ぼす設 備投 資 の影響 は、1期 前の 方が強 い。

雇用調 整 と設備投 資 の縮 小 を経 て の拡 大行 動 が雇 川 と設備投 資 の増 加 を招 いて い る。 増 益

を仮定 す ると、 雇用調 整 を と もな う省 力化 型 の設備投 資拡 大が 間接部 門 の人員 を増 加 させ、

設備投 資 を加速 して いる とみ られ る。 利 益 と雇川、 設備 投 資 は基調 と して1期 前が相 圧に

規定関 係 にあ り、 この意 味で 、 きわ めて短 期 の スパ ンで行動 が 展開 され て い た時 期 とみ な

せ る。

80年 代 後'Fの 製 造 業全 社 の利 益 は、 雇川 と設 備廃 棄に規定 され るが、 この期間以 降 、利

益 は他 の いか な る要因 に も影響 を及 ぼ さな くな る。3期 前の雇 用増 と2期 、3期 前 の設備

廃 棄拡 人が増 益 に 貢献 し、 全期 の増 益が雇 川 を拡 大 させて い る。 増 益 を前提 とす る と、雇

用'"fiと操 業度 「司fが 利益 を もた ら し、 この増 益が 人 員増 に拍 車をか けて いる。 間接 部門 を

中心 とす るで あ ろ う余剰 人 員を抱 え込 ん だ時 期で あ る と ともに、利 益 に貢献 す る期間 が80

年代 前半よ り遅 くな り、2期 か ら3期 を要す ると ころに、 この期間 の特 徴 が求 め られ よ う。

さ らに、資 本設 備(設 備投 資 、設 備廃 棄)の 規定 要因 の検 証結 果にみ る よ うに、 設備 廃 棄

が設備投 資抑 制 機能 を喪 失 して い る ことか ら、過 剰設備 投 資 の兆 しも認 め られ、 人 員、設
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備 と もに、 この期 間 を契機 に過 剰状 況 に陥 った 口∫能 性 が あ る。

90年 代 にな る と、製造 業 全社の利 益 は、 いか な る要因 との 間 に も有意 な関係 を示 さな く

な る。80年 代 後'トに認 識 で きた変調 の兆 しは、現 実 に様 々な改 善努 力が 重ね られて い たに

もかか わ らず、統 詩処 理 卜確、1忍で きるなん らの成 果を も'f:み出す こ とはで きなか った。

3.2.製 造業1部 全 社

企業 規模 に よ る利 益要因 の相 対的相違 を確、認す るた めに、 製造 業 全社 をL場 市 場 区分 に

よ って分割 し、製造 業1部 全社の 利 益規定 要因 を ひ とまず検 証 して お きた い。

製造 業1部 全 社の利 益 は、他 要因 との規定 関係 とは異な り、 全期 で は唯一製 造 業全社 と

同一 の規定 関係 をみせ 、 雇川 と設備 投 資 に規定 され るだ けで、他 の 要因 を 規定 す るこ とは

な い。 ただ し、 この関 係 とhiの 規定 関係 を示 す期 間 は、製造,.1部 全 社 に は認 め られ な

い ○

製造 業1部 全社の80年 代 自1∫'トの利 益 は、 製造 業全社 とは違 って、 雇用 と設 備投 資 に規定

され 、OEM比 率(10%有 意 水準)、 雇用 、設 備 廃 棄 を規定 して い る。1期 、2期 前 の雇

川減 と3期 前 の設備投 資拡 ノくが増 益 に貢献 し、1川 前 の増 益 はOEM化 を抑 制す るが、 雇

IIJは拡 大 させ、3期 前の それ は設 備廃 棄 を抑 えて い る。 増 益を想 定 す る と、 雇用 調整 を と

もな う省 力化 型の設備 投 資折1人が 展開 され て お り、 そ の過 程 で、 自社生産 に軸 足 を移 しな

が ら、 基調 と して間接 部 門 を射 程 に入れ た人 員増 と操 業度 向Lが 現 象 と して 生 じて い る こ

とが確 認 で きる。 製造 業全社 とは 異な り、1期 前 のみ な らず、2期 前 の 雇用 調整 も増 益 に

貢献 し、 また、3期 前 の設備投 資 が利 益 に結 実 す ると ころに、 企 業規模 の 大 き さが反映 さ

れて い る とみ られ る。

80年 代後 半の製造 業1部 全社 の利 益の 規定 関 係 も、製 造 業全 社 とはその様 相 を変え、 利

益 は、設 備投 資 と設備1≠蓬棄に規定 され、 雇川(!0%有 意 水準)と 設備投 資 を規定 して い る。

設備投 資 の全 期の拡 大 と2期 前 の設備 廃 棄上曽が 利 益 に寄 与 し、1期 前 の増 益 は雇 用 を削 減

させ、2期 、3期 前 の それ は設 備投 資 を川}1」して い る。 増 益 を前 提 す れ ば、 生 産能 力の

型 肩と して は、 その 更新 タイプが 増 益 を もた ら し、増 益 が雇 川 と設備 投 資を抑 制 す る役 割

を 果た して い る。 製造 業全 社 には認識 で きなか った旺盛 な設備投 資 が増 益 に貢献 して い る

が、 雇川 はむ しろ抑 制傾 向 にあ り、 この意 味 で、 省 力化 型 とみ られ る設備 投 資 も抑 え られ

て い る。利 益 か ら分析す るか ぎ り、製 造 業 全社 と同 じよ うに、 この期問 に、過 剰 な人 員、

設備 に陥 った 口∫能 性 は認 め られ な い。

だが、 それ に もか かわ らず 、90年 代 にな る と、製 造 業1部 全社 の利 益 は、 すべ て の要 因

との間 に有意 な関係 を喪 失 して い る。80年 代 か らの時系 列 的 な分析 と して、 この現 象 を説

明す る ことはで きな い。
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3.3.製 造業2部 全社

製造 業2部 全 社 の利IIは 、 十`.X11では、 いか な る要因 と も有意 な関 係 を示 さな い。 利 益規

定要 因 もや は り企業 規模 によ って異 な る ことが確認 で きる。 全期 の この関係 と同様 の規定

関係 は、80年 代 後半 に認 め られ る。 なお、製 造 業1部 全社 と同一 の規定 関係 を示 す期 間 は

存在 しない。

製造 業2部 全社 の利 益 は、80年 代 前 半に は、設備 投 資 と同時 規定 関係 にあ り、OEM比

率 を規定 して い る。1期 前 の設備 投 資拡 大が増 益 を招 き、 そ の1期 前 の増 益 はOEM化 と

設備投 資 を進展 させて い る。 増 益を仮 定 す る と、設 備投 資増 が 利 益 に直結 し、増 益 が設備

投資 を加速 す ると と もに、外製 化 へ の シフ トを引 き起 こ して い る。OEM化 が拡 大 して も

不足 す る1能 力 を補完 して い るとみ られ るが、]期 前 の設備 投 資増 が利 益 に結 実 して お

り、製 造 業1部 全 社 よ り、迅 速 に設備 投 資 を展開 して い るこ とが確 認 で きる。

80年 代後 半に な ると、 製造 業2部 全社 の利 益 は、他 要因 との関係 を喪 失 す る。 製造 業1

部全社 の利益 を ともな う積極 的 な経営 行動 と比 較 す ると、 競 争 ヒ、 明 らか に不 利 な立場 に

いた時期 とみ な しうる。

だが、90年 代 に入 る と、製 造 業2部 全社 の利 益 は、 他要 因 との問 に有 意 な関 係 を取 り戻

し、OEM比 率 と設 備投 資(10%有 意 水 準)を 、規定 す るよ うに な る。3期 前 の増 益 はOE

M化 を、1期 前 のそれ は設備 投 資 をそれ ぞれ 押 し進 め る。 ただ し、 他 の 要因 に規定 され る

ことはな い。増 益を仮定 す る と、 まずf産 能 ノJ不足 をOEM化 で 補 い、 その後 、設 備投 資

に走 る傾 向が 認 め られ る。 企業規 模 の小 さい製造 業2部 全社 らしい 「健全 な」 経営 行動 と

み られ、80年 代後 半にみ られ た競争 トの不利 をllll復す る傾lllJにあ るが、 利 益 を もた らす段

階 に は 立ち至 って いな い。

期間 を問 わず、 雇用 、設 備廃 棄 と有意 な関 係 をみ せ な い ところ に、 製造 業1部 全社 と比

較 した場 合 の製造 業2部 全社 の相 対的特 徴 が求 め られ るが、 雇用 、設 備 と もに、過 不 足 な

く行動 して い る とみ られ る。 そ こに、雇 用、 操 業度 の調 整 に よ る利 益獲得 とい う現 象 が認

め られ な い理 由の一端 が 存在す るので あ ろ う。

3.4.食 品

食品 の全 期 の利 益 は雇 用 を規定 して いるが、 利 益 自体 は独 立に決定 されて い る。 この全

期 と同一一の規定 関係 が確認 で きる期間 はな い。80年 代 前 半の食 品 の利 益 は、OEM比 率 、

雇用、 設備廃 棄 を規定 して い るが 、 いか な る要因 に も規定 され て いな い。1期 前の増益 、

2期 前 の減益iは雇{用を拡 大 させ、2期 前 の減 益 は1没備廃 棄を抑制 し、3期 前の増益 はOE

M化 を抑 えて い る。 刷Tlに 及ぼす 利 益の影響 は2期 前の 方が強 い。増 益 を想 定 す る と、O

EM化 を抑 制 し、操 業度 を高 め るこ とによ って 自社生 産 に軸 足 を移 しなが ら、 雇用調 整が

なされて い る とみ られ る。 この雇 用調 整 は生産 部Fゴの人 員を まず 削減 し、 つ いで間接 部門
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を も含む人 員増 へ と推 移 して い るよ うで あ る。 ・

80年 代後 半に は、 食品 の利 益 は、OEM比 率(10%ITT)に 規定 され、 設備投 資 を

規定 して い る。 利益が 他 要因 に規定 され る唯 ・の期 間で あ る。2期 前のOEM化 の抑 制 が

利 益 を もた ら し、2期 、3期 前の増 益が設 備投 資を縮 小 させ て い る。 増 益 を前提 とす ると、

自社生 産へ と シフ トしなが らも、設 備投 資 は抑 制気 昧 に展 開 され て い る とみ られ る。

90年 代 の 食品 の利 益 は、 雇IHと の関係 を取 り1/iし、雇 用(10%有 意 水2/f{)を 規定 す るよ

うにな るが、 その関係 の あ り様 は 正の 方向 への 規定 関係 に変容 して い る。 他 の要因 とは有

意 な関係 を もたな い。2期 前 の増 益が 雇川 を拡 人 させ る傾 向 に あ る。 利 益 は80年 代 前 半よ

り単純 な雇 川調整r段 と して の性 格 を帯 び るよ うにな る。

3.5.繊 維

繊 維 の全 期の利 益 は、設 備廃 棄 を規定 す るだ けで、 他 の要因 と有意 な関 係 をみせ る こと

はな い。 この全期 の規定 関 係 とlllL一の関 係が 確認 で きる期間 は ない。繊 維 の80年 代 前 半の

利 益 は、 設備投 資 とlllJ時劫己定 関 係 にあ り、雇IHに 規定 され、OEM比 率 と設 備廃 棄 を規定

して い る。3期 前の雇 川増 、1期 前の設 備投 資拡 人 と2期 、3期 前の その縮 小 が増 益 を招

き、1期 前 の増 益 はOEM化 を進 め る とlllJ時に設 備投 資 を加速 させ、 全期 の増 益 は設 備廃

棄を進展 させ て い る。 設備投 資 が利 益 に及 ぼす影響 は 単独 期 と して は1期 前が 強 いが、 全

期 で は正負 ほぼ同 じ強 さと判断 され る。増 益を想定 す る と、雇 川増 と縮 小 を経 て拡 大へ の

設備投 資 の展 開が 利益 を もた ら して お り、 この過 程 で、OEM化 と操 業度ll1Jヒが進 んで い

る とみ られ る。 生産 能 力 の型 と して は、縮 小 か ら更新 へ と シフ トしっっ 、生 産能 力の補完

をOEM化 に依 存 しなが ら、 人 員 を間接 部門 へ と1肥置す る行動 が展 開 され て い る。

80年 代 後 半に な ると、 繊維 の利 益 は雇 川 を規定 す るよ うにな るが 、他 の 要因 との 有意 な

関係 はな くな って い る。2期 前 の増 益が 雇川 を拡 大 させて お り、利 益二は雇 川 に対す るIEの

方向の調 整 手段 に転 じて い る。

90年 代 の繊維 の利 益 は、 設備廃 棄 とllfl時に決定 され、OEM比 率 と雇用(10%有 意水準)

に規定 され るよ うにな る。2期 前のOEM化 の推進 、3期 前 の雇用縮 小 、1期 前の設備 廃

棄拡 大が繊 維 の増 益要因 で あ る。 そ の利 益の2期 前の増 加 が設 備廃 棄 を拡 人 させ て い る。

増 益を仮定 す ると、 ラ グ変数 の推 移 か ら、 雇 川調 整、 外製 化へ の シフ ト、操業 度 向 ヒとい

う経営1∫動 ドで利 益が確 保 され てお り、 この行 動 が操 業度llljLに 拍 肛をか けて い る。OE

M化 は産 業(業 種)別 にみ て も、 数少 な い利 益獲得 千段 の役 割 を 果た して い るが、 その実

態 は縮 小均 衡 に向か って いる とみ られ る。

3.6.木 材

全 期の 木材 の利 益は、 いか な る要因 と も有意 な関 係 をみせ ず、 この全 期 と同一の 規定 関
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係が認 め られ る期間 も、 や は り存 在 しな い。 なお、80年 代 前 半 と80年 代 後 半の 木材 につ い

て は、検証 結果 が利用 で きな い。90年 代 の 木材 の利 益 は、 雇用 と設備投 資(10%有 意水準)

を規定 して いるが、他 要 因 との 有意 な関係 は認 め られ な い。1期 、3期 前 の増 益 が雇 用 を

縮 小 させ、設 備投 資 を抑 え る傾 向 に あ る。増 益を 前提 とす るか ぎ り、 木材 も縮 小均 衡過 程

に陥 って い る一可能 性 が あ る。

3.7.紙 パ

紙パ の全期 の利 益 は、 設備投 資 と1司時規定 関係 に あ り、OEM比 率 を規 定 して いる。 こ

の全期 と同一・の規 定 関係 を示 す期 間 はな い。80年 代 前 半 の紙 パ の利 益 は、設備 廃 棄 に規定

され、OEM比 率 と雇用 を規定 して い る。2期 前 の設備 廃 棄増 が増益 を もた ら し、1期 前

の増益 は雇 用 を拡 大 させ、OEM化 を抑 制 す るが、3期 前 の増 益 はOEM化 を進 展 させて

い る。OEM比 率 に及 ぼす利 益 の影響 はほぼ 同 じ人 きさで あ る。 増 益 を前提 にす る と、操

業 度 向Lに よ って利 益が 確保 され てお り、 そ の プ ロセ スで、 外製 化 を経 て 自社生 産へ と シ

フ トしっ っ、生産部 門 のみ な らず、 間接 部門 を も射程 に入れ た雇 用拡 大が進 め られて い る。

80年 代 後半 に は、紙 パ の利 益 は、 雇 用 に規定 され るだ け とな る。3期 前 の雇用増 が この

期間 の唯一 の増 益要因 とな ってお り、80年 代 前'トにみ る増 員の 延長 上の行動 が功 を奏 した

時 期 とみ られ る。

だが、90年 代 に な ると、 雇 用調整 が み られ るよ うにな り、 紙パ の利益 は、 雇用 と設 備投

資 に規定 され、OEM比 率 、 設備投 資 、設 備廃 棄 を規定 す るよ うにな る。 増 益要 因 は2期

前の雇 用縮 小 と設備投 資拡 大で あ り、3期 前 の増 益がOEM化 を進 め、1期 、2期 前の増

益が設備 投 資、設 備廃 棄 を拡 人す る現 象が 認 め られ る。 増 益 を仮 定 す る と、 雇川 調整 を と

もないっっ、 省力 化型 とみ られ る生産能 力の更 新が 加速 され、OEM化 によ って そ の生産

能 力 を さ らに補完 す る経営 行動 が展 開 され て い る とみ られ る。雇 用 調整 が利 益獲 得手段 の

ひ とっ に転 化 して お り、80年 代 に増 加 傾rllJにあ ったで あ ろ う人 員面 の リス トラが生 産能 力

の更新 とあわせ て進 んで い る状 況 と判 断 され る。

3.8.El]PiJ

印刷 の全 期 の利 益 は、OEM比 率 、 雇用 、設 備投 資 と同 時規定 関 係 にあ り、90年 代 に、

この全期 と同一 の関係 が認 め られ る。80年 代 前'トに は、 印刷 の利益 は、全 要因 に規定 され、

OEM比 率 を規定 して い る。増 益 は1期 前のOEM推 進 と3期 前 のそ の抑 制 、2期 前 の雇

用減 と3期 前 のそ の増 加 、1期 、3期 前 の設備 投 資減 と2期 前の その拡 大、1期 前 の設 備

廃 棄増 加 と3期 前 のそ の抑 制 によ って もた らされ る。1期 、3期 前の増 益 はOEM化 を抑

えて い る。OEM比 率 が利 益 に及 ぼす 影響 は3期 前の方 が 人 き く、 雇用 が及 ぼす 影響 は2

期 前、 設備 投 資の それ は負 の方 向、設 備廃 棄の影響 は1期 前が それ ぞ れ強 い。 増 益 を想 定
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す れば、 間接 部門 に人員配 置 し、/L産 能 力を維 持 す る 自社生産 体制 構築 の時期 を経 て、雇

用調 整 を と もな う省 力化 型の設備 投 資 を拡 大 し、 そ の後、 外製 化 に依 存 しっっ 生産能 力 を

縮 小 させ なが ら、 そ の外製 化 を抑 制 気味 に展 開す る とい う複 雑 な行動 を展 開 して い るとみ

られ る。

80年 代後 半につ いて は、検証結 果が利 川で きない()90年 代 の印刷 の利 益 は、OEM比 率 、

雇 用、設 備投 資 とllf」時 に決'定されて い る。1川 、2期 前 のOEM化 と設備投 資 の抑制 、1

期、3期 前 の雇 用増 が 「IJ刷の増 益 に寄 与 して い る。2期 、3期 前 の増 益 は、OEM化 を押

し進 め、1期 前 の増 益 と2期 、3期 前 の減 益 は雇 川 を拡 ノくさせ、2期 前 の増 益 は設備 投 資

を縮 小 させ て いる。 増 益 を仮定 す ると、 間接 部門 とみ られ る人 員増 強 を はか りつつ、 設備

投 資 を抑 え なが ら、 自社生 産 に シフ トす る とい う行動 が 利益 を招 いて い るが、増 益 自体 は

む しろ外製化 を進 め させ、 減少 傾 向の 方が強 い とはいえ、 人員 をそ の減 少を経 て増加 させ

っ っ、設 備投 資 を抑 制 して い る。 設 備投 資抑 制(ま確認 で きるが、 整 合的 な経 営 行動 の理解

は困難 で あ り、tｺr-一"fiした行動 が 展開 されて い る とはい いが たい。

3.9.化 学

化fの 全期 の利 益 は、 設備投 資 と同時 に決定 され、 雇川 と設備廃 棄に規定 されて い るが、

この関係 と同 一一一一の規定関 係 をみせ る川間 は認 め られ な い。80年 代 前 半に は、化学 の 利益 は、

OEM比 率 と設備 廃 棄を 規定 して い るが、 独 、レ1に決定 されて い る。1川 前の増 益 と2期 前

の減 益がOEM化 へ と傾斜 させ 、1期 前の増 益は,}貨備廃 棄 を拡 人 させ て もい る。OEM比

率 に対す る利益 の影響 は2期 前の 方が 人 きい。増 益 を想 定 す る と、OEM化 の抑 制 を経 て、

外製化 に シフ トしっっ 、操 業度 が 高め られ てお り、 その背 景に は設備投 資を抑 制す る傾 向

が 認 め られ る。

80年 代 後'トにな る と、化学 の利 益 は、 設備 投 資、設 備廃 棄 と1【lJlilf規定 関 係 にあ り、雇 用

に も規定 され るよ うにな る、,この 川間 の上曽益要因 は、2川 、3期 前 の1ff{川縮/J＼、,没備投 資

の全期 の拡 大、2期 前の設 備廃 棄増 と31yl前 の その 削減 で あ る。 設備廃 棄が利 益 に及 ぼす

影響 は3期 前の 方が 大 きい、,他方、 全IUJの 増 益は設備 投 資 を抑 制 し、1期 前 のそれ は設備

廃 棄 を拡 大 させ て いる。 増 益状態 を前提 とす る と、 雇用調 整 を ともな う生 産能 力の拡 大 期

を経 て、 雇 川調 整を継続 させ なが ら生産能 ノ」を 更新 して い る とみ られ 、 この よ うに、雇 用

調 整 を利 益+`"fiILと しつ っ、 省 力化 型の生 産能 力の拡 大、 更新 を展 開す るプ ロセ スで、

この期 間の利 益 は、操 業度 を高 め る …方、設 備投 資 の拡 人 に ブ レー キをか ける とい う役割

を担 わ され て い るこ とにな る。

だが、90年 代 にな る と、状 況 は様 変 わ り し、化学 の利 益 は他 の 要因 との関係 を一切 喪一失

す る状況 に陥 って しま って いる。
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3.10.石 油

石 油 の全期 の利 益 は独 、r.1_に決定 されて いるが、OEM比 率、 雇 用、設 備廃 棄 を規定 して

い る。 全期 の この関係 と同一 の 規定 関係 がみ られ る期 間 は ない。 石油 の80年 代 前 半の利 益

は、OEM比 率(10%有 意 水準)と 設備 廃 棄 に規定 され、雇 川 と設備 投 資を規定 して いる。

2期 前 のOEM化 促 進 と設備 廃 棄の 全期 の拡 人が 利 益を もた ら し、1期 前の増益 は雇用 と

設備投 資 を いずれ も拡 人 させて い る。 増 益 を想 定 す ると、 操 業度 を高 め なが ら、外 製化 に

軸 足 を移 す行動 が展 開 され て い るその過程 で 、間接 部門 を基調 とす るで あ ろ う人 員増 と設

備投 資拡 大が生 じて い る。

80/=代 後 半に は、 石油 の利 益 はすべ て の 要因 に規定 され、設 備廃 棄(10%有 意 水準)だ

けを規定 す るよ うに な る。 この 期間 の増 益 は11U揃 のOEM化 と設 備投 資 の促進 、3期 前

の雇 用増、1期 、2期 前の設 備廃 棄減 少 に よ って もた らされ て い る。3期 前 の増 益 は設備

廃棄 を増加 させ る傾 向 にあ る。 増 益状 況 を仮定 す る と、間接 部門増 強 を も意 図 した人 員増

を契機 に、生産能 力 の拡 大を はか りなが ら、OEM化 を進 展 させて い る状況 とみ られ るが、

増 益 自体 は操 業度 を高 め る とい う役割 を 果 た して い る。 ただ し、現 実 の経 営 行動 は増 益 と

い うよ り、 む しろ減 益 ドの状態 で 、 表記状 況 を 文字 どお り反転 させ た推 移 で展 開 されて い

た 口∫能性 が 高 い とみ られ る。

90年 代 にな る と、 石油 の利 益 は、 その規定 関 係 を 一変 させ、OEM比 率 に規定 され、設

備 廃 棄(10%有 意 水準)を 規定 す るだ け とな る。2期 前 のOEM化 へ の傾斜 が利 益 を生 み、

その2期 前の増 益が 設備廃 棄を抑 え る傾 向 にあ る。

石油 の場 合、 すで に明 らか な よ うに、OEM化 推 進 が全 期 にわ た り増 益要 因 とな る唯一・

の産業(業 種)で あ る。

3.11.ゴ ム

ゴムの利 益 は、 全期で は、 設備投 資 と設備 廃 棄 を規定 して い るが、 いか な る要因 に も規

定 され な い。 この全期 と同 ・の規定 関 係が み られ る期 間 は存在 しな い。80年 代 前半 の ゴム

の利益 は、 雇用 に規定 され、設 備廃 棄 を規定 して い る。1期 前 の雇用減 が利益 を増 加 させ、

2期 前の増 益が設備 廃 棄 を拡 人 させて い る。 増 益 を想定 す れば、 まず操業 度 が高 め られ、

っ いで 、人 員が 削減 され てお り、 雇用 調整 が利 益獲 得 の手段 と され て い る ことが理 解 で き

る。

80年 代 後 半 には、 ゴムの利itは 、 設備 投 資、 設備 廃 棄 に規定 され るよ うにな るが、他 の

要因 を規定 す る ことは ない。 設 備投 資 の全 期 の抑 制 と設 備廃 棄 の全 期 の拡 大が利益 に貢献

して い る。増 益 を前提 にす る と、生 産能 力の 型 と して は、生 産能 力 の縮 小行動 が利 益 獲得

要 因 に転化 して お り、 雇 用調整 につ いで、 資本 設備 の リス トラが展 開 されて い た時期 とみ

られ る。
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90年 代 にな る と、 ゴムの利 益 は雇川(10%r∫ 意 ノ1く準)に 規定 され 、設 備投 資 を規定 す る

よ うに な る。3期 前の 人 員減 が増 益 を もた ら し、1川 、2川 前 の増 益が 、没備投 資 を拡 大 さ

せて い る。iii益 を仮定 す る と、資 本設 備 の リス トラは 一段落 したが 、 あ らためて 雇川調 整

が 再開 され始 めた時 期 とみ られ る,,こ の よ うに、 雇川調 整 がふ た たび利 益獲 得 手段 の↑4三格

を帯 び る傾 向に あるが、 人 員削減 が利 益 に寄 与す るに は、3川 を要 す るよ うにな って い る。

3.12.窯 業

窯 業の 全期 の利 益 は、 いか な る要因 と も有意 な関 係 を示 さな いが 、90年 代 に、 この全期

と([-1」一 の関 係が 認 め られ る、/80年 代 前 半0)窯 業の 利 益 は雇 川 に規定 され、OEM比 率(10

%有 意 水準)、 設 備投 資 、 設備 廃 棄 を規定 して い る,。雇川 調 整が 利 益獲 得f段 とな って お

り、1期 前の 雇用減 が増 益を もた ら して い る、,だが、2期 前 の増 益 は、没備投 資、 設備 廃 棄

を と もに拡 大 させ て い るC,増 益状 況 を想定 す る と、雇 川調 整 に 先行 して、/1こ産能 力を 更新

して い るとみ られ、 その 更新 は省 力化 型 とみ なせ る,)

80年 代 後 半の窯 業の 利 益は、 雇 川に 規定 され るだ けで、 他 の要因 とは 有意 に関 係 して い

ない。 雇 川 によ る利 益の規定 関 係 は、80年 代 前'トとは 異な り、 雇 川増 が増 益 要因 とな り、

2期 前 の上曽員が利 益 に 貢献 して い◎ 、

だが、80年 代 に確認 され たirf':11Jによる利 益の 規定 関 係 も、90年 代 に は認 め られず、 窯 業

の利 益 は全 要因 とで∫意 な関 係 を呈竪失す るに{っ て い る、、

3.13.鉄 鋼

鉄 鋼 の全 期の 利益 は、設 備投 資 を規定 す るだ けで あ り、5%で ∫意J<準 でみ た80年 代後 半

に、 このIIJJと 同 一関 係が 認 め られ る、、利 益 を規定 す る要因 が いか な る期間 に も認 め られ

ない と ころに鉄鋼 の相 対的特 徴 が認 め られ る、,この現 象は鉄鋼 に特 倉で あ る。80年 代 前半

の鉄 鋼 の利 益 は、 他 要因 とで∫意 な関 係 をみ せ ない,、

80年 代 後'トにな り、鉄 鋼 の 利 益はit`111(10%育 意 ノk準)を 規定 す るよ うにな る。1期 前

の増 益が雇 川を拡 人 させ る傾 向が あ る、,ただ、設 備廃 棄規定 要1ノく1の分析 か ら明 らか な よ う

に、資 本設備 リス トラの最 終 プ ロセ スに あ る時 川 とみ られ、現 実 には、減 益が 雇川 調 整を

進 め る状 況 に あ った ・∫能 性 が 高 い,,

90年 代 に至 り、鉄鋼 の利 益は装 置産 業 ら しく、設 備投 資、 設備 廃 棄を 規定す るよ うにな

る。1川 、3期 前の増 益が設備 投資 を拡 大 し、1川 前 の それ は設備 廃 棄を増 加 させ て いる。

増 益 を前提 とす ると、 設備 投 資 先行で4こ産能 力の 更新 に動 き始 めた時 川 とみ られ、 この意

味 で、/ヒ産調 整 が一・段 落 した段 階 と判断 で きよ�1、 ただ し、 利 益を獲 得 で きる環境 には、

まだ達 して はいな い,、
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3.14.非 鉄

非 鉄 の全期 の利 益 は、 いか な る要因 と も有意 に関係 せ ず、80年 代後 半に、 同一・の規定 関

係 が認 め られ る。非 鉄 の利 益が 複数 の 要因 と有,意な関係 をみ せ た期間 は、80一年 代 前 半だ け

で あ り、 この時期 の利flT1は1没備投 資 、設備 廃 棄 に規定 され、OEM比 率 、 雇用 、設 備廃 棄

を規定 して い る。1期 、3期 前 の設備 投 資掴瑞llと!期 前 の設備 廃 棄増 が増 益 要因 であ り、

1期 、2期 前の増 ・益はOEM化 を抑 え、1期 前 のそ れ は雇川 を増 加 させ、2期 前 の増 益 は

設備 廃 棄を拡 人 させて い る。 増 益 を仮定 す る と、 生産能 力の 型 と して は、 設備投 資 先行 に

よ るそ の縮 小 プ ロセ スを進 め る過 程 で、操 業度 を高 め、間 接 部門 中心 の 人員増 強 を はか り

なが ら、 自社生 産 に軸 足 を移 して い る時 期 とみ られ る。

80年 代後'1`に は、 非鉄 の利 益 は他要 因 との 関係 を みせず 、90年 代 に入 り、雇 用 を規 定 す

るよ うにな る。3期 前 の増 益が 雇用 を削減 して い る。増111が 雇川調 整 を進 めて い るが、非

鉄 特 有の現 象 で はな い。

3.15.金 属

金属 の全 期 の利 益 もいか な る要因 と も有意 な関 係 をみせ な いが、 この規定 関係 はいか な

る期間 に も認 め られ な い。80年 代 前 半の金属 の利 く-flTLは、 雇川 を規定 す るだ けで あ り、1期 、

2期 前の増 益が 雇用 を拡 大 させ て い る。 きわ めて 単純 に して 合理的 な経 営行 動 が展 開 され

て いた とみ られ る。

だ が、80年 代 後 半 にな る と、 金属 の利 益 は雇川 に規定 され、 設備投 資を 規定 す るよ うに

な る。 全期 の雇 用縮 小が増 益要因 で あ り、3期 前 の増 益 は設備/LX資 を 削減 させ て い る。増

益を想定 す る と、雇 用調 整 を利 益獲得 手段 と し、 設備投 資 を抑 え る縮 小 均衡 プ ロセ スにお

かれ て いた と判 断で きる。

90年 代 の金属 の利 益 は雇用 との関係 を喪 失 し、 資 本設備 を規定 す るよ うに な る。3期 前

の増 益 は設備 投 資 を抑 制 し、2期 前 の増 益 と3期 前の減 益が設 備廃 棄 を拡 大 させて い る。

利 益が 設備廃 棄に及 ぼす 影響 は3期 前の 方が 若 卜強 い。ElifiTT1_を仮定 すれ ば、 生産能 力の 型

と して は、維 持 を経 て、 更新 も し くは縮 小 に移i_し て い る とみ られ るが 、設 備投 資 と設備

廃 棄間 の関 係 を踏 まえ る と、 更新 型 に シフ トして い る。80年 代 後'トに リス トラを 一段 落 さ

せ、 資本設備 を充実 させ る段 階 に入 った とみ られ る。

3.16.機 械

機械 の 全期の利 益 も他 要因 とは ま った く有意 な関 係 を示 さず 、80年 代 後'卜、90年 代 に、

1司一 の規 定 関係 が認 め られ る。1准一 他 の 要因 との関 係 がみ られ る機 械 の80年 代 前 半の利益

は、OEM比 率 、雇1用、 設備廃 棄に規定 され、 設備 投 資 を規 定 して いる。1期 前のOEM

化推進 と2期 前の その抑 制、3期 前の雇 川減、 設備廃 棄 の全期 の抑制 が増 益を もた らす が、

11-一 一



[奈 良 ノく学 情 報 処 王里セ ン ター 年 報Nα111

1期 前 の増 益 は設備 士紫資を抑 え て い る。(⊃EM比 率 が 利 益に 及,ぼす 影…響 は1期 前の方 が強

い。増 益 を仮定 す ると、 雇 川 と設 備廃 棄の減 少が 先行 して 、雇 川調 整 を と もないなが ら、

生産能 力 を維持 しつ つ、 自社/{ヨ聖か らOEM化 に軸足 を移 して い る状況 とみ られ る。

だが、80年 代 後 半以 降、我 が 国の1?要 産 業の ひ とっ で あ る機 械 の利 益 は、 他 要因 との関

係 を喪 失 し、 なん ら回 復過程 にな い こ とはデ ー タが 示す とお りで あ る。

3.17.電 機

電 機 の全期 の利 益 も、他 の 要因 とはで∫意 な関係 を みせず 、5%有 意 水準 に限定 す ると、

80年 代後 半、90年 代 にlllJ-一の現 象が 確認 で きる。80年 代 前'トの電 機 の利 益 は、OEM比 率

(10%有 意 水準)と 設備1発i棄に規定 され 、OEM比 率 と設 備 廃 棄 を規定 して い る。 増 益 要

因 は2期 前 のOEM化 の抑 制 と2期 、3期 前の設 備廃 棄拡 大で あ り、1期 前 の増 益 はOE

M化 を、3期 前 のそれ は設 備廃 棄をそ れぞ れ抑 えて い る。f-{71fl益を前提 とす る と、操 業度 を

高 め、 自社生 産 に ウエ イ トを お く経 営 行動 を展開 してお り、 そ のプ ロセ スで、設 備廃 棄を

抑 制 しなが ら、 自社生 産へ の シフ トを ノ川速 して い る とみ られ る。

80年 代 後 半の電 機 の利"IIIは雇 川(10%有 意 水準)に 規定 され、OEM比 率(10%有 意 水

準)を 規定 す る傾 「IIJにあ る。1期 前の増 員、2期 前 の減 員が増 益 に寄 与 し、3期 前の増 益

はOEM化 を抑 え る傾 向 が あ る。 雇川 が利 益 に及 ぼす影響 は全体 と して は正 負 ほぼiLIJじ強

さで あ る。 雇川 の増減 が 利益 の増減 に1ド[結し、増 益を想定 す る と、 この 期間 も自社生産 に

ウエ イ トをお いて い る ことにな る。 雇 川が 利益 獲得 手段 の性 拳各を 育す る傾向 の認 め られ る

唯 一の期間 で あ る。

90年 代 に は、電 機 の利 益 は、OEM比 率(10%有 意 水準)を 規定 す るだ け とな る。1期

前の増 益 と3期 前 の減 益 がOEM化 を進 め る傾ll!」が 認 め られ るが 、利 益 がOEM比 率 に及

ぼす影響 は全期で は正負 ほぼ同 じ大 き さとみ られ る()自 社 生産 の程度 は利rTTtに規定 され る。

電機 のOEM化 は期間 毎 に利益 と育意 な関係 を,」≧して い るが、OEM化 推進 が増 益 を招

くことはな い。 ただ、 増 益がOEM化 を進 展 させ る傾lllJは、90ｺ1=代 に初 めて認 め られ る現

象で あ る。

3.18.輸 送

輸送 の 全期 の利 益 もや は りいか な る要因 と も有意 な規定 関係 をみ せず 、5%有 意 水準 に

限定 した80年 代 後'トに、 この全 期 と1エIJ一の規定 関係 が認 め られ る。80年 代 前'トの輸送 の利

益 は、OEM比 率 、 雇川(10%有 意 水準)、 、没備投 資(10%有 、・猷水準)を 規定 して い るが 、

利rTt自 体 は独 立に決定 され て い る。1期 前の増 益 はOEM化 を抑 制 す る一一方で、 雇用 を拡

大 させ、3期 前の それ は設備 廃 棄を増 大 させ る傾1司にあ る。 増 益 を前提 とす る と、操 業度

を高 め なが ら、 自社f産 に シフ トし、 間接 部 門を も射程 に入れ た 人員増 強 を はか って いる
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とみ られ る。 利 益 と雇川 に規定 関 係が 認 め られ るの は この期間 だ けで あ る。

80年 代後半 に は、 輸送 の利 益 は、設 備廃 棄(10%有 意 水準)に 規定 され るだ け とな る。

2期 前の設備 廃 棄増 が増 益 要因 に転化 してお り、操 業度 が利 益 獲得手 段 に転 じた期間 とみ

られ る。

この傾向 は、90年 代 に も継続 して確 認 され、 輸送 の利 益 は設備 廃棄(10%有 意 水準)に

規 定 され る と ともに、設備 投 資 に も規定 され るよ うにな る。2期 、3期 前 の設 備 投 資抑制

と3期 前 の設備廃 棄拡 大が輸送 の増 益 を規定 して い る。 利 益増 を仮定 す る と、生 産能 力 の

型 と して は、 縮小 とみ られ、 その縮 小i_動 によ って しか利 益が 獲得 で きな い とい う状 況 に

陥 って い る 可能性 が あ る。

3.19.精 密

精 密 もや は りその 全期 の利 益 は、 いか な る要因 と も有意 な規定 関係 を示 さな いが、90年

代 に、 この全 期 と同一・の規 定関 係 が認 め られ る。80年 代 前 半の精 密 の利 益 は、OEM比 率

(10%有 意水 準)と 雇用 に規定 され、OEM比 率、 雇 川(10%有 意 水準)、 設備 投 資(10%

有意 水準)を 規定 して い る。1期 前のOEM化 抑 制 と1期 、2期 前 の雇 用減 が増益 を もた

ら して い るが、3期 前の増益 はOEM化 と設備投 資を進 め、 雇 川 を削減 す る傾 向 にあ る。

増 益 を前 提 とす ると、 雇用 調整 を進 行 させ なが ら、 自社生産 に向か って い るが、 雇用調 整

を と もな う省 力化 型 の設備投 資 と外製化 を先 行 展開 す るとい う経 営 行動 が と られ て い る と

み られ る。

80年 代 後半 の精 密 の利 益 は、 設備 投 資(10%有 意 水準)に 規定 され、 全要 因 を規 定 す る

よ うに変容 して い る。1期 、3期 前の設 備投 資 減が増 益要 因 で あ り、2期 前の増益 はOE

M化 を抑 え、雇用 を拡 大 させ、1期 、3期 前の増 益 は設備投 資、 設備廃 棄 を抑 制 して い る。

増 益を想 定す る と、設 備投 資抑 制 が増 益 に寄 与 し、 生産能 力を維 持 しっ っ、 間接 部門 の人

員を も増 強 しなが ら、 自社生産 に軸 足 を移 す とい う行動 が展 開 され て い る とみ られ る。

だが、90年 代 にな ると、 精密 の利 益 も、他 要因 との関 係 を喪失 す るに至 って い る。

3.20.そ の他

その他 の 全期 の利 益 はOEM比 率 とILIJ時に決定 され、 雇用 を規 定 して い るが、 この全期

と同一・関係が 認 め られ る期間 は ない。80年 代 前'トのそ の他 の利 益 は全要 因 に規 定 され、O

EM比 率 と雇 用 を規定 して い る。 増 益 要因 は3期 前のOEM化 抑 制、1期 前 の雇 川増、1

期、2期 前 の設備 投 資減 と設備 廃 棄拡 大で あ り、2期 前の増 益 がOEM化 を抑 え、3期 前

のそれ が雇用 増 を招 いて い る。 増 益状況 を仮 定 す る と、 自社生産 に シフ トし、生産 能 力 を

縮 小 させ なが ら、 間接 部門 重視 の増 員を はか る過 程 で、 この人 員増 を ともな う自社生産 へ

の移 行 が加速 されて い る とみ られ る。
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80年 代 後 半 には、 その他 の利 益 はirt':1ｺ1(10%で ∫意:水7!fl)と 設 備投 資(10%で ∫意 水準)に

規定 され るだ けとな り、他 に有意 な関係 は認 め られ な くな る。2期 前の設 備投 資折1大と3

期 前 の雇川増 が増 益 に貢献 す る傾lll」にあ る。/1こ産能 力の縮 小 が ・段 落 し、雇川増 、 設備投

資拡 大が傾 向 と して利 益 に結 実 す る状 況 が 生 じて い る。

90年 代 に入 る と、 その他 の 利益 は設備 投 資 とlll川!f規定 関係 に あ り、 雇 川 を規定 す るよ う

にな る。1期 前 の設備投 資拡 人が増 益 を もた ら し、 令期 の増 益が 雇川 を 、]期 、2期 前の

それが 設備投 資 をそれ ぞ れ拡 人 させて い る。 増 益 を想 定 す る と、 設備 投 資増 が利 益に帰 着

す る期 間 は さ らに短縮 され、1期 で利 益 に貢献 し、増 益が雇 川 を拡 大 させ るのみ な らず 、

設 備投 資 に拍 車をか けて い るQ

4.む す び に代 え て

.以L、 わが 匡1製造 業L場 全企 業(継 続 企 業)を 対 象 と して、Grarlgercausalityの 考え

方に即 した個 別 企 業のパ ネルデ ー タによ る分析 によ って 、産 業(業 種)別 、 分析 対象 期間

別 に利!-T11.の決定 メカニ ズムの検証 を試み て きた。使IUし た変 数 は、営 業利益増減率(不1」益)、

OEM比 率、 期 末従 業 員数増減 率(iTf':III)、育形固 定 資産増 ノ川額 増 減率(設 看lll投資)、 有形

固定 資産 減少 額上1減々率(設 備廃 棄)で あ る。 この諸 変数 か ら構築 され る本稿 で依拠 した実

証 モ デ ルは、OEM化 の メカニ ズムの解 明 に焦点 を合 わせ た モデ ルで あ り、 利 益決 定 の メ

カニ ズム解 明 をH的 とす るモデ ルで はな い。 それ ゆえ、 本稿 の課 題解 決 に1一全 に適 合 した

モデ ル とはいえ な いが、OEM化 推 進 や雇 川調 整 を利 益獲得 丁≧段 とす る"}、 資 本設備 との

関 係 を含 めて興 味深 い 発 見事実 が 本論 です で に報 告 されて い る。 また、 本稿 において も、

使 用 した変 数す べて の因 果律 を検定 し、諸 変 数間 の因 果関係 を整 合的 に説明 し、経 営 行動

を全体 像 と して把 握 す る とい う本来 の作 業を 重ね て はい ない。 分析 対象 企 業群、細 分 化 さ

れた分析 対象 期間 を考慮 す ると、 複雑 に過 ぎるか らで あ る。 したが って、 変数別 に分析 し、

最 終 的 にそれ らを総 合 し、経営 行動 のモ デ ノレを構築 す るとい うアプ ローチ を と らざるをえ

な い。 本稿 で は、OEM比 率 、iTf`.II1、設備投 資、設:備廃 棄に引 き続 いて 、 本稿 の実 証 モ デ

ルを構 成す る最 後 の要因 で あ る利 益 に焦 点 を 合わせ て い る。

次頁以 ドの 表1は 、 産 業(業 種)別 、分 析 対象 川間 別 に、 利 益規定 要因 を整理、 要約 し

て い る。 分析 対象 期間 は1904fか ら1998年 で あ るが 、 この川 間 全体 につ いて は、5%有 意

水準 でF値 によ る グループ検定 をiI-」った結 果 だ けを報 告 して い る。

細 分化 され た期間 を問 わず 、分 析 対象期 間 全!り」に認 め られ る諸 変 数問 の関 係 と,;の 規

定 関係 を みせ る業種 は、 製造 業2部 全社(80年 代後:半)、 食llllll(90年代)、 印刷(90年 代)、

窯 業(90年 代)、 非 鉄(80年 代後'D、 機 械(80年 代後 半、90年 代)、 精密(90年 代)で あ

る。一蓮 の論稿 と同 じよ うに、 分析 対象期 間 を綿i分化 した ことに よ って 、決定 係 数 は相 対

的 に高 くな り、 モ デ ル と して の精 度 は向fし て い る。 変数 と期 悶 を特 定 す れば、経 営行 動

11
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表1産 業(業 種)別 利 益規 定 要1大1

独1/_1`変 数 従属変数

¥--JIV 雇用 設備
投資

,没備

廃棄

産 業

(業 種)

分析
期間 OEM 雇用 設備

投資
設備

廃棄

○ ■ 8098 一一 一一

○ 一

〇一

◎

○
全 社

80-85

8690

○ ¥_」

一一 一一一 一一

91-98

一 一

○ ○ x()98 一一 一一 一一一

一 ○

一

◎

■ ●一
1部 ヒ場

8085

86-9U

▲ ○

▲
一 一一
〇 一

○一一一

一
9198

8098一
◎

2部L場
80-85

一
○ ¥_」

一 一

一 一

一

86--90一 一 一一 一一

91--98 ● ▲

8098 ○ 一 一一 一一一

食IIIIII

80--85 C) O 一 一 ◎ 一一
▲ 一 86-90 ○

91-98 ▲

一 一

80-98 U

◎ ◎
繊 維

8085 ● 一

一
〇 一

一

一(2

一 8690 ◎

● ▲ ○ 9198

一

○

8098

NA NA `Tt _¥ 80-85 ¥A

一

¥A NA

一

NA
木 材 一 一 一 一一

¥A NA NA NA 8690 n ¥A NA ¥A

91-98 ○ ▲

○ 80-i/() ○ ○一 一 一一

○
一 (⊃

紙 ハ
80--85

86--90

● 0-一 一一

O ◎ 91-98 O O φ

◎ ● ○ 80-98 ◎ O ○一 一一 一
◎一 ■ ○ ●

印 刷
80-85 ○ 一 一一一

NA NA NA L1 86-90 NA NA ¥A
TT

◎ /¥」 C) 91…98 ○ ○ C/

一

○ ◎ ○ 8098 ■

一 化 学
80-85 ○

一 一

〇一 一

一 ●一 ○ ● 86--90 ● ○ 一一
91-98

8098 ● ■ ○一 一一一一 一
▲ ● 80-85 ○ ○一

石 油 一 一一一一 一一一
● ¥_ ○ c) 86-90 ▲一 一一
◎ 9「98 ▲

一15一
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のモ デル確 定 と判 断で きる産 業(業 種)が ここで も認 め られ る。

産 業(業 種)別 の利益 規定 要 因 の変 容過 程 は、 す で に詳 述 され て い るので、 こ こで は再

論 は しない。 期間 別 の全体 の動 「司に 言及 す る に とどめ たい。 期間 を問 わず 、利 益がOEM

比率 と有意 な関係 を示 さない産業(業 種)は 、製造 業全社 、 木材、 ゴム、鉄 鋼 、金 属で あ

る。利 益 が雇用 と有意 に関係 しな い産 業(業 種)は 、 製造 業2部 全社 だ けで あ る。 利益 が

設備投 資 と有意 な規 定 関係 を示 さない産 業(業 種)は 、電 機 ただ ひ とっで あ る。 利 益が 設

備廃 棄 と は有意 に関係 しない産業(業 種)は 、製造 業2部 全 社、 木材 で あ る。 利益 が 全要

因 と独立 して い る産 業(業 種)は 、製 造業 全 社(90年 代)、 製 造業1部 全 社(90年 代)、 製

造業2部 全社(80年 代後 半)、 化学(90年 代)、 窯 業(90年 代)、 鉄 鋼(80年 代 前 半)、 非鉄

(80年 代 後半)、 機械(80年 代 後 半、90年 代)、 精 密(90年 代)と 数 多 く、 反 対 に、 全要 因

と同 時規定 関係 を 有す る産業(業 種)は 皆 無 で あ る。90年 代 の我 が国 企業 の状況 が端 的 に

確認 で き る結果 といえ る。

製造 業 全社、 製造 業1部 全社、 製造 業2部 全社 を 含み、 また、10%有 意 水準 によ る検定

結 果 を も含め て、以 下、 利益 規定 要因 を変 数 別、 期間 別 に整理 す る と、 利 益がOEM比 率

を規定 す る産業(業 種)は 、80年 代 前 半(木 材 を除 く、以 ド同 じ)に は、13産 業(業 種)、

80年 代後 半(木 材、 印 刷 を除 く、 以 ド同 じ)は 、2産 業(業 種)、90年 代 は、4産 業(業

種)で あ り、OEM比 率 が利益 を規定 す る産 業(業 種)は 、 期間川貞に、 それ ぞれ、6、2、

3の 産 業(業 種)で あ る。 利 益 が雇 用 を規定 す る産 業(業 種)は 、80年 代 前 半か ら順 に、

10、4、5産 業(業 種)で あ り、 雇 用が利 益 を規定 す る産 業(業 種)は 、期 間順 に、 それ

ぞれ、9、8、4の 産業(業 種)で あ る。

また、利益 が設備 投 資を規 定 す る産 業(業 種)は 、 期間 を追 って、 それ ぞれ、7、5、

8産 業(業 種)で あ り、 逆 に、設 備投 資 が利 益 を有意 に規 定 す る産 業(業 種)は 、 期間順

に、 それぞれ、7、6、4の 産 業(業 種)で あ る。 利益 が設備 廃棄 を規定 す る産 業(業 種)

は、80年 代 前 半か ら順 に、9、3、5の 産 業(業 種)で あ り、 反 対 に、 設備 廃棄 が 利益 を

規 定 す る産 業(業 種)は 、 それ ぞれ、7、6、2産 業(業 種)で あ る。

利益 と他 の要 因 との関 係 は、相 対 的 に、80年 代 前'1`に 多 くの産業(業 種)に 認 め られ 、

他要 因 との独 立変 数、従 属変 数 と して の規定 関係 も、OEM比 率 を除 けば、産業(業 種)

数 の 一トで は、相 対 的 にバ ラ ンスが とれて い る とみ られ る。

全 体 の傾 向 を振 り返 ると、 利 益 はOEM比 率 、 雇川 とは80年 代 前半 に相対 的 に強 い関係

を有 して い るが、OEM比 率 との関係 は80年 代後'rの 大幅 な減 少 を経 て、90年 代 に は若干

で はあ るが、 関係 を強 めて きて い る。 雇 用 との関 係 も80年 代 後 半以 降相 当減少 す るが、O

EM比 率 との関係 と比較 す ると、 関係 が確 認 で きる産 業(業 種)は 少 な くはな い。 資 本設

備 との関係 もや は り80年 代 前'1`の 関係 が相 対 的 に強 いが、 設備 投 資 との関 係 に は大 きな変

化 はな く、 設備 廃棄 との関係 が、 π護用 との関 係 と同 じよ うな推 移 を示 して いる。 この よ う
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に、 利 益 は設 備投 資 とはほぼ ・定 の関係 を みせっ っ、OEM比 率 、雇 川、 設備 廃 棄 とは80

年 代後 半.以降 関係 が相 対的 に希薄化 して きて い る。 ただ し、OEM化 との関係 だ けは90年

代 に増 加の兆 しが認 め られ る もの の、関 係す る産 業(業 種)数 は80年 代 前 半に はは るか に

/xば ない。

利益 との 規定 関 係 の変容 の あ り様 をOEM比 率 を 視111に まず整理 しよ う、,OEM比 率、

す なわ ち、製 品 の内製 化、 外製 化 の動 きと利 益 との 規定関 係 に は、増 益 がOEM化 を うな

が す関係 と 臼社生 産化 を進 め る関係 のふ たっ が あ るが、 後 者の関 係が 傾 向 と して認 識で き

る産 業(業 種)は 、80年 代前'トか ら川!iに、8、2、0の 産 業(業 種)で あ り、残 る4、0、

3の 産 業(業 種)に は、 前 者の関係 が認 め られ る,,製 造 業1部 全社 に象徴 され るよ うに、

増 益が 自社 生産化 に シフ トさせ る傾lrlJが80年 代 前 半に相 対的 に認 め られ るが、80年 代後 半

以 降 は産 業(業 種)委 父も激 減 し、80年 代 前'卜、90年 代 に、 それぞ れ1産 業(業 種)み られ

る、 いずれ に も分類で きな い産 業(業 種)を ノ川算 して も、数/直のLか らは特 定 の傾llllを認

識 す る ことはで きない。 ただ し、 企 業規模 に よ る相 対的相 違 はli崔認で きそ うで あ る。80年

代 前 半に は、 製造 業1部 全社 は、L述 の とお り、 増 益が1.[-1社生産 を進 め て い るが、 製造 業

2部 全社 は、増 益がOEM化 を促進 させ て いる。 前 占の関係 は、電 機、 輸送 に も認 め られ、

1:1ヒ カ は内製 化 に、 精密 や 小規 模 看〉業群 は外製 化 に傾斜 した傾lllJがあ る。 小規模 企業群

に は、90年 代 に もlllJじ傾 向が確 認 で き、 増 益がOEM化 に傾斜 させ る経 営lf動 が認 め られ

る。 なお、電 機 に は、80年 代後 半以 降 も自社生産 化 が'EFIfl益によ って進 展す る傾 向 がみ られ

るが、 この電 機 に も、90年 代 に は、 増 益がOEM化 を も進 め る行動 がt川f:」一に確 認 で き るよ

うにな る、,

他 方、(⊃EM比 率が 利 益を 規定 す る関 係 をみ ると、 表記 よ り規定 関 係が 認 め られ る産 業

(業種)は ノく幅 に減 少 してお り、OEM化 促進 が増 益 を もた らす関係 が認 め られ る業種 は、

80年 代 前'トか ら期間願 に、2、1、2の 産 業(業 種)で あ り、残 る4、1、1の 産 業(業

種)は 、OEM化 へ の傾斜 が減 益を招 いて い る。OEM化 促進 を増 益要因 とす る産 業(業

種)は 、8(り年代 前 半の機械 、90年 代 の繊 維、 全川間 σ)石油だ けで あ り、OEM化 推進 を利

益""liILと す る傾向 は我 が匡1の製造 業 には認 め られ ない、,80年 代 前 半の電 機 、精密 等 は

OEM化 へ の傾斜 が滅 益 要因 とな って い る。

利 益 とirf':II]の規」定関 係 につ いて は、増 益が雇 川増 を招 く関/系と雇 川を縮 小 させ る関係 が

あ り、 前 者の 関係 が 認 め られ る産 業(業 種)は 、80年 代 前 半か ら川頁に、8、3、2産 業

(業 種)で あ る。 残 る2、1、3の 産 業(業 種)に は、 後 者の 関係 が認 め られ る。 製 造 業

全社、 製造 業1部 全社 、輸送 にみ られ るよ うに、80年 代 前'トに は、増 益が 雇 川を拡 大 させ

る とい う相 対的傾lriJが認 め られ るが 、鉄 鋼、 精密 が1【IJ一方lllJの関 係 をみせ る80年 代 後 半以

降 は、 単純 に数値 か らみ て も、 関係 が弱 くな って い るとい う以 外 の特 有 の傾 向を認識 す る

ことはで きな い。
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だ が、80年 代 前 半 に認 め られ た よ うに、 その雇 川増 が増 益 を もた らす か とい うと、 一概

にはいえ な いよ うで あ る。 この関 係 を、雇 川 に よ る利 益 の規定 関係 か ら確認 す ると、 雇川

増 が増 益 を招 く産 業(業 種)は 、 期間 を追 って、2、5、1の 産 業(業 種)で あ り、 期間

川`{に、7、2、3の 産業(業 種)に は、雇 川増 が減 益 要因 とな る傾lllJが認 め られ る。 関係

す る産 業(業 種)数 は多 くはな いが、80年 代 前'トの製 造 業 全社、 製造 業1部 全社 、機械 、

精 密 にみ るよ うに、80年 代 前半 は競争 に うち勝 つ ため に、減 益 の一 因 とな った と して も人

員増 を はか り、80年 代 後 半 には一・転 して、 雇川増 が 増 益要因 、 す なわ ち、 間接 部 門 を中心

とす るで あ ろ う人海戦 術 で利 益を 獲得 して い た とみ られ る。 製造 業 全社 の動 向が それ を象

徴 して い る。 この傾 向 は、 いず れ に も分類 で きな い産 業(業 種)が80年 代 後 半に認 め られ

るが、 それ が電 機 で あ る と して も、 また、 化学 に雇 川増 が減 益 にっ なが るとい う現 象 が認

め られ ると して も、 全体 と しての80年 代 後'トの傾向 は変 わ らない。 ただ し、雇 用増 が減lln

要 因 とな る産 業(業 種)は 、雇 用 調 整 を利 益獲 得 手段 と して い る と もみ られ るが 、 「雇 用

調 整」 を今 日的意 味 で と らえ ると、80年 代 前 半の動lllJには、 こ う した 見方 は 妥'11せず、90

年代 に適 合性 を もっ と思 われ るが、増 加 の兆 しは認 め られ る ものの、該 当す る産業(業 種)

は少 ない。 今 目の企業 が求 めて い る 「雇川調 整」 を利 益獲得 手段 と して展 開せ ざ るを えな

い今の実 態 を、 その成 果 を も含めて 、80年 代 前'トの よ うな結 果が と もな って い るか ど うか

を始め と して、現 時点 で のデ ー タに よ って検 証 す る課 題 が急 がれ て い る。

他 方、 利 益 によ る設 備投 資 の規定 関係 に 目を転 じる と、増 益が 設備投 資を拡 大 させ る現

象 は、期 間順 に、6、0、5の 産 業(業 種)に み られ、 反対 に、増 益が設 備投 資 を抑制 す

る現 象 は、1、5、3の 産 業(業 種)に 認 め られ る。 製造 業全社 、製造 業2部 全社 にみ ら

れ る増 益が設備投 資を後押 しす る80年 代 前 半か ら、製造 業1部 全社 に確認で きる減益 であ っ

て も設備投 資 を拡 大 させ た80年 代 後 半 を経 て、相 対 的 に利 益に よ る設 備投 資 の規定 関係 の

強 い90年 代 に突 入 した とみ られ る。 だが 、 企業規 模 の小 さい製造 業2部 全社や 資 本設備 の

リス トラを一段 落 させ た鉄鋼 は、 増 益 を設備投 資拡 人 要因 とす る状 況 を取 り戻 したが、 製

造 業1部 全社 は、 設備投 資 との規定 関係 を喪 失 させ て しま って い る。

一方
、 設 備投 資 に よ る利 益 の規定 関係 をみ る と、 設備 投 資 拡 大 を増 益要 因 とす る産業

(業種)は 、 期 間 を追 って、3、4、2産 業(業 種)で あ り、 設備 投 資増 を 減r.,要 因 とす

る産業(業 種)は 、3、2、2産 業(業 種)で あ る。80年 代 前'rに 、 いず れ に も分 類 で き

ない産 業(業 種)が 、1産 業(業 種)存 在 して い る。 この規定 関係 の範疇 に入 る産業(業

種)数 も多 くはないが、 製造 業 全社、 製造 業1部 全 社、製 造 業2部 全社 の80年 代 前 半、製

造 業1部 全社 の80年 代後 半に、設 備投 資増 を増 益要因 とす る現 象 が認 め られ る こ とか ら、

LI本 の代 表的 な製造 業 は総体 と して 、80年 代 には、設 備投 資拡 大が利 益 を もた らす 傾rlJJに

あ った といえ る。 だが、 産 業(業 種)別 には、80年 代 後 半 に化学 、精密 等 を数 え る こ とは

で きるが、k要 産業 に このよ うな傾 向 は確認 で きな い。90年 代 にな る と、総 体 と して の製
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造業 も規 定 関係 を喪 失 し、¥111要産 業で は、輸送 だ けに、減 益 とな って も設 備投 資 を拡 大 さ

せ て い く傾 向が認 め られ るにす ぎな い。

利益 と設備 廃 棄 との規定 関係 を、 利 益 によ る設 備廃 棄の規定 関係 か ら確 認 して い くと、

増 益が設備 廃 棄拡 大 に結 果す る現 象 は、 期問順 に、7、2、3の 産 業(業 種)に 認 め られ、

反対 に、 減 益が設 備廃 棄増 を もた らす現 象 は、2、1、2の 産 業(業 種)に み られ る。80

年代 前 半に は、利 益が 設備 廃 棄 を[}'の 方lllJに規定 す る傾 向が 確認 で きるが、80年 代 後 半以

降、 正負 を問わ ず、 規定 関係 が認 め られ る産 業(業 種)は 減 少 して い く。 ただ し、90年 代

に な ると、 若 一トで はあ るが、 そ の数 は増 加 の兆 しをみせ て い る。80年 代 前 半に は、輸 送 、

化学 な どに,没備廃 棄拡 人が増 益 によ って進 展す る現 象が 認 め られ たが、 数 こそ少 な いが 、

製造業1部f社 、電機 の1【1」期間 に は、 反 対の現 象が 確認 で きる。 総体 と して の我 が国製造

業 の80年 代 前 半 は、増 益 が設 備廃 棄 を抑 制 す る傾ll1Jにあ った とみ た'方が現`実的 といえ るか

も しれ ない。

一方
、設 備廃 棄に よる利 益の 規定 関 係 をみ ると、 全体 と して は、低 減傾 向 に あ り、 と く

に90年 代 に至 る と、 若 「の産 業(業 種)に 、 この関 係 が認 め られ るにす ぎな くな る。 設備

廃 棄増 が増 益 を もた らす 産 業(業 種)は 、80年 代 前 半か ら順 に、6、4、2産 業(業 種)

で あ り、残 る1、2、0の 産 業(業 種)は 、設 備廃 棄拡 大が減 益要 因 とな って い る。操 業

度rllJLが 利 益獲 得 手段 とされ る傾ll1Jの方 が相 対rl勺に強 いが、 投 資効率 改善 を焦 眉 の課 題 と

す る今 日こそ、 この経 営 行動 の 「復活 」 が強 く求 め られて い る はず で あ る。80年 代 前半 の

電 機 、80年 代後 半の製造 業全社、 製造 業1部 全社、 輸送 、90年 代 の輸送 に、 この現 象 が認

め られ る。

以 ヒ、 日本の製造 業 の利 益の 規定 要因 を検 証 して きた。OEM比 率、 雇 用、設 備投 資、

設備 廃 棄 とい う限 られ て はい るが、経 営 行動 をみ わ たすLで 、 基 本的 といえ る要因 との関

係 は、期 間毎 に変容 して きて いた。 基調 と して、 利益 規定 要因 はその 数を相 対的 に減 少 さ

せ て きてい る。 は じめ に にお いて指摘 した よ うに、利 益確 保 を一 義 的[!的 と して 行動 して

きた とは いえな い 日本 の 企業 も、 会計 ビ ッグバ ンの進 行 に歩 をあ わせ なが ら、投 資効率 の

改 善を焦 眉 の課題 と し、 企 業存続 をか けた利 益確 保 に取 り組 ん で い る。 本稿 で明 らか にさ

れ た行動 は、 利 益獲得能 力を喪 失 したか の よ うな感 のあ る90年 代 の実態 で あ る。 いか に国

際競争 力を回 復 させて い くべ きか、過 去の経営 行動 か ら教訓 を学 びっ っ も、 あ らた な政 策

提C-1を 提 唱 して い く必 要が あ る。 本稿 で も、比 較 口∫能性 の確保 を優 先 したた めに、現 今 の

状況 は分 析 されて い ない。 したが って、政 策提 、亨につ な げ るため に も、 利 益規定要 因 の検

証 を 重ね る作 業が必 要で あ る。 もち ろん 、 表記課 題 と関連 す るが、 製造 業全社 を対象 と し

て確 認 され た、L場 市場 区 分 によ る利 益規定 要因 の相 対的 相違 に、 産 業(業 種)別 に検 証

を1川え る必 要性 も残 って い る。 変数 別 の検証 ・分析結 果 を総t1し 、 整 合的 な経営 行動 の モ
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デルを構築 す る とい う基本 的 な作 業 が残 され て い る こと もい うまで もな い。 た とえ ば、80

年代 後 半の製造 業1部 全社 に認 め られ るよ うに、 分析 視点 の 相違 に よ り浮 き彫 りに され る

経営 行動 の 「矛盾」 を整 合 的 に説明 で きる論f里を組 み ヒげて い くとい う大 きな課 題 が残 さ

れ て いる。

注
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